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第 1 1 4 回 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知 に 際 し て の
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

株主総会参考書類の｢第1号議案 吸収分割契約承認の件
３．会社法施行規則第183条各号に掲げる事項の内容の概要｣

事 業 報 告 の 新 株 予 約 権 等 の 状 況

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

　本内容は、法令および当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（https://www.panasonic.com/jp/corporate/ir.html）に
掲載することにより、株主の皆様に提供したとみなされるものです。

表紙
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第1号議案 吸収分割契約承認の件
3．会社法施行規則第183条各号に掲げる事項の内容の概要
(1) 分割対価の相当性に関する事項

① 吸収分割により承継会社が当社に交付する株式の数
　本吸収分割に際し、新パナソニック(注)は新たに普通株式1株を発行し、その全てを当社に対して割当
交付いたします。
　当社が本吸収分割に際して交付される株式の数につきましては、当社が新パナソニックの発行済株式
の全部を所有しており、かつ、本吸収分割に際して新パナソニックが発行する株式の全てが当社に交付
されるところ、両社の協議により決定したものであり、相当であると判断しております。

② 吸収分割により増加する承継会社の資本金及び準備金の額
　本吸収分割により変動する新パナソニックの資本金及び準備金の額については、本吸収分割後におけ
る新パナソニックの事業内容及び当社から承継する資産及び負債を考慮し、会社計算規則第37条又は第
38条に定めるところに従って決定するものであり、相当であると判断いたしました。

(2) 計算書類等の内容
① 貸借対照表

　吸収分割承継会社である新パナソニックの成立の日(2021年４月１日)における貸借対照表は、以下の
とおりです。

（単位：千円）
科目 金額 科目 金額

(資産の部) (負債の部)
流動資産 1,000 流動負債 ―
　　現金及び預金 1,000
固定資産 ― 固定負債 ―

負債合計 ―
(純資産の部)

株主資本 1,000
　資本金 500
　資本剰余金 500
　　資本準備金 500

純資産合計 1,000
資産合計 1,000 負債純資産合計 1,000

② 臨時計算書類等
　吸収分割承継会社の成立の日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等はございません。

－ 1 －

株主総会参考書類の第１号議案の一部
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(3) 当社における最終事業年度の末日後に生じた会社財産の状況に重要な影響を与える事象
1)　　当社は、2021年4月23日の取締役会において、Blue Yonder Holding, Inc.(以下、｢Blue Yonder｣)

の80％分の株式追加取得を行い、同社を完全子会社化することを決定しました。また、同社ならびに
同社の実質的な株主であるBlackstone Group Inc.およびNew Mountain Capitalとの間で最終合意
に至りました。これにより、当社がすでに保有する20％の株式投資と合わせ全株式を取得することに
なります。

　　　本件取引により、当社は、世界トップクラスのサプライチェーン・ソフトウェアの専門企業である
Blue Yonderから、AI(人工知能)、ML(機械学習)の最新技術や、サプライチェーンのパッケージソフ
トウェアビジネス、リカーリングビジネスのノウハウを獲得し、｢現場プロセス事業｣の進化をより一
層加速させます。加えて、自社のサプライチェーンにおけるオペレーション力強化(コスト競争力の向
上等)を図るとともに、アジャイル(俊敏)な企業文化を取り入れ、融合することにより、自社の変革を
加速していきます。
　なお、株式の追加取得額は56億米ドル、有利子負債の返済を含む買収総額は71億米ドルを見込んで
おり、当社と当社の米国子会社が株式を取得する予定です。

2)　　当社は、2021年５月31日付で、それぞれ次の①から⑧までに掲げる吸収分割契約を締結しました。
なお、各吸収分割の効力発生日は、2022年４月１日を予定しています。
① パナソニック オートモーティブシステムズ株式会社との間の、当社が営むオートモーティブ事業に

関する権利義務をパナソニック オートモーティブシステムズ株式会社に承継させる旨の吸収分割
契約

② パナソニック エンターテインメント＆コミュニケーション株式会社との間の、当社が営むスマート
ライフネットワーク(AVC)事業に関する権利義務をパナソニック エンターテインメント＆コミュ
ニケーション株式会社に承継させる旨の吸収分割契約

③ パナソニック ハウジングソリューションズ株式会社との間の、当社が営むハウジング事業に関する
権利義務をパナソニック ハウジングソリューションズ株式会社に承継させる旨の吸収分割契約

④ パナソニック システムソリューションズ ジャパン株式会社との間の、当社が営むコネクティッドソ
リューションズ事業に関する権利義務をパナソニック システムソリューションズ ジャパン株式会
社に承継させる旨の吸収分割契約

⑤ パナソニック インダストリー株式会社との間の、当社が営むデバイス事業に関する権利義務をパナ
ソニック インダストリー株式会社に承継させる旨の吸収分割契約

⑥ パナソニック エナジー株式会社との間の、当社が営むエナジー事業に関する権利義務をパナソニッ
ク エナジー株式会社に承継させる旨の吸収分割契約

⑦ パナソニック オペレーショナルエクセレンス株式会社との間の、当社が営むプロフェッショナルビ
ジネスサポート事業に関する権利義務をパナソニック オペレーショナルエクセレンス株式会社に
承継させる旨の吸収分割契約

⑧ パナソニック スポーツ株式会社との間の、当社が営むスポーツマネジメント事業に関する権利義務
をパナソニック スポーツ株式会社に承継させる旨の吸収分割契約

(4) 承継会社における成立の日後に生じた会社財産の状況に重要な影響を与える事象
　　該当すべき事項はございません。

　(注) 新パナソニック：2022年4月1日付でパナソニック株式会社に商号変更予定の当社の完全子会社であるパナソニック
　　　 分割準備株式会社

－ 2 －

株主総会参考書類の第１号議案の一部
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新株予約権等の状況

(1)当社が発行した新株予約権の内容の概要

名称 新株予約権
の割当日

新株予約権
の数

目的となる
株式の種類と数

払込金額
(新株予約権1個

当たり)

行使価額
(株式1株
当たり)

権利行使期間

2014年度8月発行
新株予約権

2014年
8月22日 2,088個 普通株式

208,800株 105,400円 1円 2014年8月23日から
2044年8月22日まで

2015年度8月発行
新株予約権

2015年
8月20日 1,729個 普通株式

172,900株 112,400円 1円 2015年8月21日から
2045年8月20日まで

2016年度8月発行
新株予約権

2016年
8月23日 5,800個 普通株式

580,000株 71,300円 1円 2016年8月24日から
2046年8月23日まで

2017年度8月発行
新株予約権

2017年
8月23日 3,561個 普通株式

356,100株 112,800円 1円 2017年8月24日から
2047年8月23日まで

2018年度7月発行
新株予約権

2018年
7月18日 3,473個 普通株式

347,300株 106,400円 1円 2018年7月19日から
2048年7月18日まで

2020年度7月発行
新株予約権

2020年
7月13日 58個 普通株式

    5,800株 63,300円 1円 2020年7月14日から
2050年7月13日まで

(2)当事業年度の末日において当社役員(取締役)が保有している職務執行の対価として交付
された新株予約権の状況

名称 新株予約権の数 目的となる株式の種類と数
取締役(社外取締役を除く)

保有人数 個数

2014年度8月発行新株予約権 621個 普通株式  62,100株 4名    621個

2015年度8月発行新株予約権 530個 普通株式  53,000株 4名    530個

2016年度8月発行新株予約権 601個 普通株式  60,100株 2名    601個

2017年度8月発行新株予約権 547個 普通株式  54,700株 4名    547個

2018年度7月発行新株予約権 1,393個 普通株式139,300株 6名 1,393個
(注)1.本新株予約権は、社外取締役および監査役に対しては割り当てておりません。
　　2.上記には取締役就任前に付与されたものも含んでおります。

(3)当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

名称 新株予約権の数 目的となる株式の種類と数
当社使用人等

交付人数 個数

2020年度7月発行新株予約権 58個 普通株式    5,800株 1名 58個

－ 3 －

新株予約権等の状況
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連結注記表
【連結計算書類の作成のための基本となる事項に関する注記】

1．連結計算書類の作成基準
　当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条第1項の規定により、国際会計基準（以下、「IFRS」）に準拠し
て作成しています。ただし、同項後段の規定に準拠して、IFRSにより要請される記載及び注記の一部を省略してい
ます。

2．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項
（1）連結子会社の数 522社
（2）持分法適用会社の数 69社

　2020年4月1日付で、当社は、連結子会社である三洋電機㈱の車載用角形電池事業等を、同じく連結子会社であ
るプライム プラネット エナジー＆ソリューションズ㈱（以下、「PPES」）に承継するとともに、同日付で、PPES
の株式の一部をトヨタ自動車㈱に譲渡し、PPESを合弁会社化しました。これによりPPESは当社の持分法適用会社
となり、連結子会社ではなくなりました。
　2020年7月20日付で、当社は、サプライチェーン・ソフトウェアの専門企業であるBlue Yonder, Inc.の親会社
であるBlue Yonder Holding, Inc.の株式の約20%を取得し、同社を持分法適用会社としました。
　2020年9月1日付で、当社は、連結子会社であるパナソニック セミコンダクターソリューションズ㈱（以下、
「PSCS」）を中心に運営している半導体事業を、台湾に本社を置く半導体企業であるWinbond Electronics 
Corporation傘下のNuvoton Technology Corporationに譲渡しました。これにより、PSCSは当社の連結子会社
ではなくなりました。

3．重要な会計方針

（1）金融資産の評価基準及び評価方法

① デリバティブ以外の金融資産

(ⅰ) 当初認識及び測定
　金融資産は、約定日又は取引の実施日に当初認識し、当初認識時点で、償却原価で測定する金融資産と
公正価値で測定する金融資産に分類しています。公正価値で測定する資本性金融商品は、原則としてその
他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定しています。
　これらの金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産を除き、約定日又は取引の実施日に、
原則として公正価値に当該金融資産に直接帰属する取引費用を加算した金額で測定しています。

(ⅱ) 事後測定
　償却原価で測定する金融資産については、実効金利法による償却原価で測定し、利息は金融収益として
純損益に認識しています。公正価値で測定する金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定する
金融資産を除き、原則として公正価値の変動をその他の包括利益に認識し、累積利得又は損失は当該資産
の認識を中止した場合に利益剰余金に振り替えています。ただし、受取配当金は金融収益として純損益に
認識しています。

－ 4 －

連結注記表
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　償却原価で測定する金融資産については、原則として、連結会計年度末における信用リスクの当初認識
時点からの著しい増加の有無に応じて、12ヵ月の予想信用損失と同額、もしくは、全期間の予想信用損失
と同額で貸倒引当金を認識します。ただし、営業債権及び契約資産等については、常に全期間の予想信用
損失と同額で貸倒引当金を認識しています。
　予想信用損失の金額は、見積将来キャッシュ・フローを当該金融資産の当初の実効金利で割り引いた現
在価値の額と、帳簿価額との間の差額として算定しています。
　貸倒引当金の繰入額は、純損益に認識しています。貸倒引当金を減額する事象が発生した場合は、その
戻入額を純損益に認識しています。

② デリバティブ
　デリバティブは、契約が締結された時点の公正価値で当初認識し、その後も公正価値で測定しています。
公正価値の変動は、純損益に認識しています。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額により測定しています。取得原価は、主として平
均法により算定し、正味実現可能価額は、見積予想販売価額から完成までに要する見積原価及び見積販売費用を控
除して算定しています。

(3) 有形固定資産の評価基準及び減価償却の方法
　有形固定資産は、当初認識時に取得原価で測定し、それぞれの見積耐用年数にわたり定額法により減価償却して
います。償却方法、見積耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末において見直しを行い、必要に応じて改定して
います。

(4) のれん及び無形資産の評価基準及び償却の方法
　のれんは、移転された対価、被取得企業の非支配持分の金額及び取得企業が以前に保有していた被取得企業の資
本持分の公正価値の合計金額が、識別可能な資産及び引き受けた負債の取得日における正味の金額を超過した額と
して測定しています。
　無形資産は、当初認識時に、個別に取得した場合には取得原価で測定し、企業結合の一部として取得した場合に
は公正価値で測定しています。耐用年数を確定できる無形資産は、見積耐用年数にわたり定額法により償却してい
ます。耐用年数を確定できない無形資産については、償却せず、取得価額から減損損失累計額を控除して測定して
います。償却方法、見積耐用年数は、連結会計年度末において見直しを行い、必要に応じて改定しています。

(5) 非金融資産の減損
　棚卸資産及び繰延税金資産等を除く非金融資産については、資産又は資金生成単位の減損の兆候の有無を判断
し、兆候がある場合には、当該資産又は資金生成単位の回収可能価額を見積り、帳簿価額と回収可能価額を比較す
ることにより、減損テストを実施しています。なお、回収可能価額は、ディスカウント・キャッシュ・フロー法に
基づく使用価値、及び、ディスカウント・キャッシュ・フロー法及び類似上場会社比較法等に基づく処分費用控除
後の公正価値のいずれか高い金額で算定されます。ディスカウント・キャッシュ・フロー法は、取締役会が承認し
た直近の事業計画を基礎とした将来キャッシュ・フローの見積額を現在価値に割り引いて算定しています。将来見
通しの予測期間は事業計画の期間を基礎に、過去の経験を反映させ、外部情報とも整合性を取ったうえで策定して
います。また、割引率は、資金生成単位ごとに設定した加重平均資本コストを基礎に算定し、成長率は、資金生成
単位が属する市場もしくは国の長期平均成長率を勘案して決定しています。

－ 5 －

連結注記表



2021/05/26 10:55:30 / 20703065_パナソニック株式会社_招集通知（Ｆ）

　のれん及び耐用年数を確定できない無形資産については、減損の兆候の有無にかかわらず、少なくとも年1回、
減損の兆候がある場合には、その都度、減損テストを行っています。
　資産又は資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合にはその帳簿価額を回収可能価額まで減額し、差
額を減損損失として純損益に認識しています。

(6) 引当金の計上基準
　当社及び連結子会社が過去の事象の結果として現在の法的又は推定的債務を有しており、当該債務を決済するた
めに経済的便益を有する資源の流出が生じる可能性が高く、その債務の金額について信頼性をもって見積ることが
可能である場合に、引当金を認識しています。貨幣の時間的価値の影響が重要である場合には、債務の決済に必要
と見込まれる支出を現在価値に割り引いて測定しています。

(7) 従業員給付
　当社及び連結子会社は、確定給付制度及び確定拠出制度を採用しています。
　確定給付制度債務の現在価値及び勤務費用を予測単位積増方式を用いた数理計算に基づき算定しています。ま
た、制度資産の公正価値と保険数理計算により算定された確定給付制度債務の差額である給付制度の積立状況を連
結財政状態計算書上、資産又は負債として計上しています。確定給付制度債務の現在価値及び制度資産の公正価値
の再測定に伴う調整額は、発生時にその他の包括利益として認識し、利益剰余金に振り替えています。なお、確定
給付制度債務の現在価値は将来の見積給付額を割り引いて算定され、割引率は給付支払の見積時期及び金額を反映
した期末時点の優良社債の市場利回りを参照して決定しています。
　勤務費用及び確定給付負債又は資産の純額に係る利息純額は純損益に認識しています。過去勤務費用は、即時に
純損益に認識しています。
　確定拠出年金制度への拠出は、従業員が労働を提供した期間に費用として認識しています。

(8) 収益
　下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。
ステップ１：顧客との契約の識別
ステップ２：履行義務の識別
ステップ３：取引価格の算定
ステップ４：取引価格の履行義務への配分
ステップ５：履行義務の充足による収益の認識
　当社は、主に家庭用製品、産業用製品、製造機器及び消耗品等の製品販売を行っています。これらの取引につい
ては、原則として、製品の引渡時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得し、当社が履行義務を充足する
ことから、当該製品の引渡時点において収益を認識しています。この他に、当社は、工事請負や役務の提供を行っ
ています。これらの取引については、原則として、一定の期間にわたり、顧客に財又はサービスの支配の移転が行
われ、当社が履行義務を充足することから、その進捗度に応じて収益を認識しています。
　当社は、製品、機器、据付及びメンテナンス等の組み合わせによる多様な取引を行っています。このような取引
に係る収益については、一定の要件を満たす場合、履行義務ごとに個別に認識しています。
　当社は、主に消費者向け販売店に対して支払う価格下落の補償や販売リベートを、売上高から控除しています。
　当社は、当社が取引の当事者であるか、代理人であるかを、契約ごとに判断しています。当社が取引の当事者で
あると判断した場合には、当該取引に関する売上高を総額で表示し、代理人であると判断した場合には、当該取引
に関する売上高を純額で表示しています。
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(9) リース
　当社は、原則として全てのリースについて、リース期間にわたり原資産を使用する権利である使用権資産とリー
スの支払義務であるリース負債をそれぞれ認識しています。リース期間については、リースの解約不能期間に加え
て、行使することが合理的に確実である場合におけるリースの延長オプションの対象期間と、行使しないことが合
理的に確実である場合におけるリースの解約オプションの対象期間を含む期間として決定しています。
　使用権資産は、リース負債の当初測定額に前払リース料等を調整した金額で測定し、リース期間にわたって定額
法で償却しています。また、リース負債は、リース開始日時点での未決済のリース料総額を貸手の計算利子率もし
くは借手の追加借入利子率を用いて割り引いた金額で測定し、償却原価法に基づいて事後測定しています。リース
負債に係る利息は利息費用として計上しています。なお、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少
額であるリースについては、使用権資産とリース負債を認識せず、発生時に費用処理しています。

(10) 株式報酬
　当社は、当社取締役（社外取締役を除く）及び当社執行役員等に対するインセンティブ制度として、譲渡制限付
株式報酬制度を導入しています。譲渡制限付株式報酬制度における報酬は、付与日において、付与した当社普通株
式の公正価値を参照して測定し、付与日から権利が確定するまでの期間にわたり費用として認識し、同額を資本の
増加として認識しています。

(11) 売却目的で保有する非流動資産又は処分グループ
　非流動資産又は処分グループの帳簿価額が、継続的使用ではなく、主として売却取引によって回収が見込まれる
場合に、売却目的保有に分類しています。なお、１年以内に売却の可能性が非常に高く、かつ、当該資産又は処分
グループが現在の状態で直ちに売却可能である場合にのみ、上記要件に該当するものとしています。売却目的保有
に分類した非流動資産又は処分グループについては、帳簿価額又は売却費用控除後の公正価値のいずれか低い金額
で測定し、減価償却又は償却は行っていません。

(12) 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
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4．会計上の見積り
　会計上の見積りにより当連結会計年度に計上した項目のうち、翌連結会計年度において重要な影響を及ぼす可能
性があるものは、以下のとおりです。なお、「3．重要な会計方針」に記載のある見積りの内容については、該当
箇所を参照ください。

・繰延税金資産の回収可能性（繰延税金資産 239,863百万円）
・非金融資産の減損（有形固定資産 1,061,614百万円、使用権資産 249,954百万円、のれん及び無形資産 

602,042百万円）
・確定給付制度債務（その他の非流動負債に含まれる退職給付に係る負債 104,856百万円）

　繰延税金資産は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期や見込額等により回収可能性を評価しています。
事業計画には市場動向等に関する仮定が含まれており、将来の不確実な経済条件の変動などにより、これらの仮定
に変化が生じた場合、繰延税金資産の回収可能性に影響を及ぼす可能性があります。
　非金融資産の減損テストにおける回収可能価額は、将来の不確実な経済条件の変動などにより、事業計画、割引
率及び成長率等の見積りの前提に変化が生じた場合、重要な影響を受ける可能性があります。
　確定給付制度債務は、市場金利の変動に応じた割引率の変化により、退職給付に係る負債の計上額が重要な影響
を受ける可能性があります。
　なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響については、足元の受注・販売状況などの内部情報や、経済や市場・
消費動向など、複数の外部の情報源に基づく情報等を踏まえ、航空業界向け事業においては、翌連結会計年度も影
響が継続するものと仮定し、「繰延税金資産の回収可能性」及び「非金融資産の減損」などの会計上の見積りを実
施し、会計処理に反映しています。
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【連結財政状態計算書に関する注記】
1．営業債権及び契約資産の内訳

営業債権 1,036,357百万円
契約資産 174,748百万円

2．営業債権及び契約資産並びにその他の金融資産から直接控除した貸倒引当金 17,518百万円

3．有形固定資産の内訳

土地 238,357百万円
建物及び構築物 1,410,816百万円
機械装置及び備品 3,015,991百万円
建設仮勘定 71,307百万円
減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,674,857百万円

4．繰延税金資産
その他の非流動資産に含まれる繰延税金資産 239,863百万円

5．未払法人所得税
その他の流動負債に含まれる未払法人所得税 119,124百万円

6．引当金
その他の流動負債及びその他の非流動負債に含まれる製品保証引当金、構造改革費用引当金等の引当金の総額

152,367百万円
7．契約負債

その他の流動負債及びその他の非流動負債に含まれる契約負債の総額 122,696百万円

8．その他の資本の構成要素の内訳
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 34,832百万円
在外営業活動体の換算差額 △179,860百万円
キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の純変動 6,658百万円

9．売掛債権流動化に伴う遡及義務等 8,991百万円

【連結持分変動計算書に関する注記】

1．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数
普通株式 2,453,563,397株

2．当連結会計年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 120,239,132株
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3．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2020年5月18日
取締役会 普通株式 34,994 15.0 2020年3月31日 2020年6月11日

2020年10月29日
取締役会 普通株式 23,333 10.0 2020年9月30日 2020年11月30日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議予定 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年5月10日
取締役会 普通株式 23,333 10.0 2021年3月31日 2021年6月4日

4．新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 707,600株

【金融商品に関する注記】

1．金融商品の状況に関する事項
　当社及び連結子会社は、事業活動を遂行する過程において、様々な財務上のリスク（信用リスク、流動性リス
ク、市場リスク）に晒されており、これらのリスクを回避又は低減するために、一定の方針に基づきリスク管理を
行っています。
　当社及び連結子会社は、デリバティブを実需取引のリスク緩和を目的とした取引に限定しており、投機的なデリ
バティブを保有又は発行していません。

2．金融商品の公正価値等に関する事項
　当連結会計年度末における金融商品の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりです。なお、連結財政状態計算書に
おいて、公正価値で測定する金融商品及び公正価値と帳簿価額が近似している金融商品は、以下の表には含めてい
ません。

（単位：百万円）

帳簿価額 公正価値

長期負債
(一年以内返済長期負債を含む） 1,164,796 1,181,260

　長期負債の公正価値は、市場価格又は将来のキャッシュ･フローを連結会計年度末における適切な割引金利を使
用して計算した現在価値に基づいて算定しています。

当年度の期末配当について、2021年5月10日の取締役会において、10円と決議しています。
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【1株当たり情報に関する注記】

1株当たり親会社の所有者に帰属する持分 1,111円73銭
基本的1株当たり親会社の所有者に帰属する当期純利益
希薄化後1株当たり親会社の所有者に帰属する当期純利益

70円75銭
70円72銭

【重要な後発事象に関する注記】

　 米国ソフトウェア会社（Blue Yonder）の株式取得（完全子会社化）の件

当社は、2021年4月23日の取締役会において、Blue Yonder Holding, Inc.（以下、「Blue Yonder」）の
80%分の株式追加取得を行い、同社を完全子会社化することを決定しました。また、同社ならびに同社の実質的
な株主であるBlackstone Group Inc.およびNew Mountain Capitalとの間で最終合意に至りました。これによ
り、当社がすでに保有する20%の株式投資と合わせ全株式を取得することになります。

本件取引により、当社は、世界トップクラスのサプライチェーン・ソフトウェアの専門企業であるBlue Yonder
から、AI（人工知能）、ML（機械学習）の最新技術や、サプライチェーンのパッケージソフトウェアビジネス、
リカーリングビジネスのノウハウを獲得し、「現場プロセス事業」の進化をより一層加速させます。加えて、自社
のサプライチェーンにおけるオペレーション力強化（コスト競争力の向上等）を図るとともに、アジャイル（俊
敏）な企業文化を取り入れ、融合することにより、自社の変革を加速していきます。

なお、株式の追加取得額は56億米ドル、有利子負債の返済を含む買収総額は71億米ドルを見込んでおり、当社
と当社の米国子会社が株式を取得する予定です。
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個別注記表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
1．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 …………… 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの ………………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定)

時価のないもの ………………………… 移動平均法による原価法
（2）デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ ……………………………… 時価法
（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
2．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く） …… 定額法
（2）無形固定資産 ……………………………… 定額法
（3）リース資産

(所有権移転外ファイナンス・リース) … リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
3．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

（2）投資損失引当金
　国内・海外の関係会社等に対する投資に係る損失に備えるため、財政状態等を勘案して、会社所定の基準によ
り損失見込額を計上しています。

（3）賞与引当金
　従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。

（4）販売促進引当金
　販売諸施策に基づき、流通過程商品等の販売促進のために要する販売手数料、売出費用等の必要額を、会社所
定の基準により見積り計上しています。

（5）製品保証引当金
　製品のアフターサービスに対する費用支出に備えるため、保証期間内のサービス費用見込額を過去の実績に基
づき計上しています。
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（6）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上し
ています。なお、当事業年度末では、年金資産の額が退職給付債務に未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤
務費用を加減した額を超えているため、当該超過額を前払年金費用に計上しています。退職給付債務の算定にあ
たり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっています。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しています。数理計算
上の差異は、その発生時の対象者の平均残余支給期間による定額法により翌期から費用処理しています。
　ただし、パナソニックグループ確定給付企業年金（旧パナソニック企業年金基金）における過去の積立分の一
部の確定拠出年金制度移行時点までに発生した数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間に
よる定額法により翌期から費用処理しています。

4．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）繰延資産の処理方法

　社債発行費……支出時に全額費用として処理しています。
（2）ヘッジ会計の方法

　為替予約及び商品先物取引については、金融商品に係る会計基準における繰延ヘッジ会計を採用しています。
なお、金利通貨スワップについて、一体処理（振当処理、特例処理）の要件を満たしている場合には、一体処理
を採用しています。

（3）消費税等の会計処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

（4）連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しています。

（5）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）において創設されたグループ通算制度へ
の移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税
制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年
3月31日）第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　
2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規
定に基づいています。
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【表示方法の変更に関する注記】
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）を当事業年度の年度末に
係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しています。

【会計上の見積りに関する注記】
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に
重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

繰延税金資産　107,621百万円
　繰延税金資産の回収可能性は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額により見積っています。また、
当社は連結納税制度を適用しており、連結納税会社の事業計画において市場動向等を主要な仮定として織り込んでい
ます。そのため、将来の不確実な経済条件の変動などにより、これらの仮定に変化が生じた場合、翌事業年度の計算
書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

－ 14 －
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【貸借対照表に関する注記】
1．有形固定資産の減価償却累計額 1,398,439百万円
2．偶発債務

売掛債権流動化に伴う遡及義務額 177百万円
3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 460,337百万円
長期金銭債権 737,466百万円
短期金銭債務 950,544百万円
長期金銭債務 37,070百万円

【損益計算書に関する注記】
1．関係会社との取引高

売上高 2,529,742百万円
仕入高 1,281,370百万円
営業取引以外の取引高 90,671百万円

2．固定資産売却益の主な内容
　土地等の売却益です。

3．投資有価証券売却益の主な内容
　その他有価証券の売却益です。

4．固定資産売却損の主な内容
　土地等の売却損です。

5．減損損失の主な内容
　生産設備等の帳簿価額を、収益性が低下したことに伴って回収可能価額まで減額したことによる損失です。

6．関係会社株式売却損の主な内容
　海外関係会社の株式売却損です。

7．投資有価証券評価損の主な内容
　実質価額が著しく低下し、かつ回復可能性が認められないその他有価証券の帳簿価額を、減額したことによる損
失です。

8．関係会社株式評価損の主な内容
　実質価額が著しく低下し、かつ回復可能性が認められない関係会社株式の帳簿価額を、減額したことによる損失
です。

9．事業構造改善費用の主な内容
　主に車載機器関連の事業構造の見直し等に係る一時費用です。

【株主資本等変動計算書に関する注記】
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 120,239,132株
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【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
棚卸資産評価 18,429百万円
未払費用 19,622百万円
賞与引当金 16,198百万円
販売促進引当金 11,229百万円
製品保証引当金 5,467百万円
減価償却 25,053百万円
貸倒引当金 494百万円
投資損失引当金 1,076百万円
関係会社株式 48,188百万円
繰越外国税額控除 24,928百万円
税務上の繰越欠損金 10,805百万円
その他 40,140百万円

繰延税金資産小計 221,629百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △4,300百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △93,511百万円

評価性引当額小計 △97,811百万円
繰延税金資産合計 123,818百万円

繰延税金負債
前払年金費用 △3,096百万円
その他有価証券評価差額金 △5,649百万円
その他 △7,452百万円

繰延税金負債合計 △16,197百万円
繰延税金資産の純額 107,621百万円
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【関連当事者との取引に関する注記】
（単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
パナソニック グローバ
ルトレジャリーセンタ
ー㈲

※ 100.0% 当社関係会社と
の資金預貸 ― ― 関係会社長期

貸付金(注) 737,084

（注）※印は間接所有を含む比率です。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）利息は市場金利を勘案して双方合意の上で決定し、返済期間は10年、その後の期間は自動更新する条件としてい

ます。

【1株当たり情報に関する注記】
1株当たり純資産 661円79銭
1株当たり当期純利益 33円77銭
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 33円75銭

【重要な後発事象に関する注記】
　連結注記表の「重要な後発事象に関する注記」に記載のとおりです。

【連結配当規制適用会社に関する注記】
　当社は連結配当規制の適用会社です。

【その他の注記】
1.　記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しています。
2.　当社は、2022年4月1日に吸収分割の手法により持株会社制へ移行することを予定していると、2020年11月13

日付で公表しました。また、2021年2月25日付の取締役会において、各吸収分割及び持株会社制移行後の事業体制
の概要を決議しました。なお、持株会社制への移行は、2021年6月開催予定の当社定時株主総会による所定の決議
及び必要に応じ関係官庁の許認可等が得られることを条件として実施する予定です。
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